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2
 内閣府『平成 28年版障害者白書』の推計数による。 
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6
 第 1回成年後見制度利用促進委員会事務局資料（2016）『成年後見制度の現状』「成年後見人等による不正報
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 2012年 2 月に第 1 号の審判が出たが、他 2 件は法人の運営状況を知る意味もあり、 1 年間様子を
みてからということだった。法人にとって第 1 号となる事件について、つばさは、弁護士が困らな
                                                                
8
 設立時の様子については、2011年 6月 22神奈川新聞で取り上げられた。 
認定 NPO法人よこはま成年後見による法人後見の現状と課題 
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 以降、次々と相談があり、受任件数を伸ばしてきた。受任数の推移については表 1 の通りである。









合計 事務所 出張 電話 
2011年度 1（ 1） 0 0 16 25 3 15 7 
2012年度 0（ 1） 0 0 143 71 22 17 32 
2013年度 15（16） 0 0 125 211 87 53 71 
2014年度 11（27） 4 0 211 231 74 72 85 
2015年度 10（37） 4 0 244 248 135 78 35 
2016年度 9（46） 4 0 280 214 151 31 32 
＊2011年度は 10 〜月 3月まで （ ）内通算 
＜新規受任内訳＞ 
 高齢 知的 精神 その他 合計
2011年度 1 0 0 1
2012年度 0 0 0 0
2013年度 6 6 3 15
2014年度 5 2 4 11
2015年度 7 3 0 10








講演 視察 その他 合計 
外部 内部
2011年度 1 1 4 1 0 4 4  1 16 
2012年度 2 2 48 11 4 8 15 13 40 143 
2013年度 2 6 47 15 10 7 7 5 26 125 
2014年度 1 5 48 *88 15 17 14 6 17 211 
2015年度 1 6 48 *90 9 24 17 11 38 244 
2016年度 1 6 52 *98 5 24 17 8 75 286 
出典：つばさ 2017年度総会資料「2016年度（第 6期）事業報告書」      
                                                                
9
 弁護士への第１回（2012 年３月 21 日）、第４回（2013 年３月８日）、横浜家裁主任調査官との協議（2013
年 2月 20日）の記録に基づく。 
- 118 -
現代福祉研究 第18号（2018. 3） 


























は、事務管理者、後見業務管理者、その他の理事で構成し、原則として週 1 回開催である。 
 法人運営の要となる経理事務については、担当理事と非常勤職員とで実施していたが、2017年
度から雇用した常勤職員も担っている。 
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等が行う成年後見人養成研修を終了した会員から任命している。原則 1 ケースにつき 1 名の担当者
であるが、ケースにより複数の担当者を任命している。 
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 担当者は審判書に記載された業務に関し、運営規定に基づいて事務を行い、原則として月 1 回の
被後見人との面会を要請している。また、後見業務開始後概ね 1 ヶ月及び 1 年経過毎及び後見業務
の変動に伴う家庭裁判所に報告する書類の作成を法人の事務員とともに行う。その他、担当者は受
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なって設立された団体）神奈川県内の S 法人の年約 5 万円よりも高く設定されている11。 
 スーパーバイザーや申立て支援者に関しても 1 回ごとに報酬が支払われている。また、役員に
対しても、2017年度より予算の範囲内で役員に給与を支払うことになったが、それまでは交通費






















さらに、2017年 8 月 2 日には最高裁家庭局で行なわれた成年後見制度における診断書等の在り方
に関するヒアリング調査への協力要請12など、特に、近年はホームレスの方の申立て支援を通して、
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14
 法人の課題に関してはインフォーマルであるが、代表理事から 2017年 11月 28日に直接考えを伺った。 
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後見』ミネルヴァ書房, 181-191.  
上山泰(2015)『専門職後見人と身上監護』民事法研究会. 
 
